
名古屋市議会・愛知県議会政務調査費アンケート
問1　政務調査費の領収書等を公開する意思はありますか 問2　議会に改正案を提出する予定はありますか 問3　2で「あり」とお答えの場合、いつごろですか
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民主党名古屋市
会議員団

会派の調査研究活動の内容を知り得るような情報が含まれている領収書
等の公開については、政治活動の自由が制限されるおそれがあるなどの
課題があることから、今後とも慎重に検討していきたいと考えております。
なお、政務調査費は、使途基準に従って適正に使用しており、会派にお
いて領収書などの適正な管理を行うとともに、会派として責任をもって収
支報告書を作成し、議長に提出しております。また、収支の透明性の確
保を図るために、収支報告書を一般の観覧に供することとされておりま
す。

上記の通りです

自由民主党市民
クラブ名古屋市会
議員団

領収書などの公開については、会派の調査研究活動の内容が明らかに
なってしまうなどの課題があり、今後とも慎重に検討していく必要がある
問題であると考えております。なお、政務調査費は、条例・規則・規定に
基付き使途準備を尊守して適正に使用し、会派として領収書などの関係
書類を適切に管理しております。また、収支の透明性の確保の視点から
収支報告書を一般の閲覧に供しております。

上記の通りです。

公明党名古屋市
会議員団

政務調査費の使用に当たっては、使途基準を遵守し、会派として領収書
等の関係書類を適切に管理しております。また、収支の透明性の確保の
観点から収支報告書は観覧に供することが義務付けられております。し
かし、領収書等の書類につきましては、調査研究活動の内容を知り得る
情報が含まれていることから、その公開については、今後としても慎重に
検討していく必要があると考えております。

上記の通りです

日本共産党名古
屋市会議員団

あり

わが会派は従来から、政務調査費の領収書などの公開について、「政務
調査費の交付に関する条例」および「規程」を改正し、支出内容のわかる
領収書なども議長に提出し、公開対象に加え、透明性を高めること提案し
てきました。また、わが会派独自に自主的に領収書などを公開してきまし
た。情報公開が当然となっている今日、政務調査費に限って領収書など
を非公開にしていることに正当な理由はありません。

あり

政務調査の領収書公開については、名古屋市会の議会運営理事会において
検討課題となっています。これは、領収書公開を求める請願が市議会に提出
され、わが会派も議会運営改善の申し入れの中で求めたことによるもので
す。そこで、わが会派としては、まずは議運理事会での検討を進め、領収書公
開に向けて全会派の合意を形成するために力を尽くします。条例改正案の議
案提出の時期については、議運理事会での検討状況を踏まえて判断したいと
考えています。

ローカル・パー
ティー名古屋

あり
1.公金の支出であるから、使途を明確にすべき　　　2．使途につき市民の
理解を得るためにも公開すべき

一人会派のため条例提出権がないので、や
むを得ず８/17に議長あて「政務調査費を公
用するためのルールづくり」を申し入れた

ともにネットワーク あり
　・市民の税金によるものだから　・公開しないと交付している額が妥当か
どうか判断できない

あり
　・以前、案だけは独自に提案したことがあ
る

現時点ではわからない。議案提案権がないので他会派の動きと連動するしか
ない

民主党クラブ あり
もともとは、(給料自体も含む)税金。企業会計でも領収証のない経費など
認められない。使途を公開することでその是非についてを市民に問うべき
ものであると考えている。

あり

他の自治体でも、領収証を公開する議会が
増えて来ている。名古屋市議会でも政令市
で筆頭に、条例化するべき。但し、現在提出
に必要な人数を集められないでいるので、仲
間づくりに精をだしています。

来期改選前(平成１９年)を目標

愛
知
県
議
会

民主党愛知県議
員団

政務調査費の領収書等の公開に関する問い合わせについて　　　　2004年8月2日付けでお問合せのありました「政務調査費の情報公開に対するアンケート」につきましては、現在、政務調査費に関する訴
訟が進行中でありますことから、アンケートへの回答は差し控えさせていただきます。

公明党愛知県議
員団

政務調査費の領収書等の公開に関する問い合わせについて　　　　平成16年8月2日付けで照会のありましたアンケートについては、関連する訴訟が進行中であるため、回答は差し控えさせていただきま
す。

自由民主党愛知
県議員団

政務調査費の領収書等の公開に関する問い合わせについて　　　　平成16年8月2日付けで照会のありましたアンケートについては、関連する訴訟が進行中であるため、回答は差し控えさせていただきま
す。


